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１．山梨県新興感染症発生時の医療機関用アクションカード

 県では、新型コロナウイルス感染症への対応の経験から、次の感染症有事に備え、速やかに医療措置協定に基づく医療提供
体制を構築できるよう、アクションカードを令和６年６月に作成しました。これは、各医療機関において、有事の際に必要となる
体制づくりや、そのための準備、訓練等においてポイントとなる事柄を整理したものとなります。

 配布先は、第１種・第２種協定締結医療機関とし、各医療機関では、院内マニュアルや院内BCP等をふまえ、自院に適合した内容
にアレンジして、活用できる仕様にしています。また、新興感染症の訓練で実際に活用し、検証していくことも予定しています。

◆ 医療機関用アクションカードとは

(1)アクションカードの種類

◆「入院患者受入医療機関」
第1種協定指定医療機関
(病床確保の協定)

◆「発熱外来開設病院」
第２種協定指定医療機関
(発熱外来の協定)

◆「後方支援医療機関」
後方支援の協定締結
医療機関

◆「発熱外来開設診療所」
第２種協定指定医療機関
(発熱外来の協定)

(２)アクションカードの構成

「Ⅰ．指揮命令系統等/対応の備え」
→対策本部の設置や必要な情報の
収集、情報の共有・周知 等

「Ⅱ．受入準備」
→人員の確保、物品の確保、検査
体制の確保、受入ルートやゾーニング

等

「Ⅲ．医療提供体制の稼働」
→アクションカードに応じた実際の
医療提供の開始

▼例示 ※スライド７で拡大表示しています。
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Wordで配布し、編集可能としてます！



２．訓練の概要

◆ 訓練日時・参加者

県が作成した「新興感染症発生時の医療機関用アクションカード」に基づき、海外
発生期、国内発生期にそれぞれの施設が行うことを確認する。

他の医療機関、保健所、県庁感染症対策センターなどと、新興感染症やその対応
について情報共有し、それぞれの地域内における役割を相互に確認する。

各施設の新興感染症発生時における、現時点の準備状況のうち、まだ十分検討し
ていない部分を補完、修正する。

◆ 目的

日 時： 令和６年１０月５日（土） 午後１時～午後４時３０分
場 所： 山梨県庁 ※一部WEB参加
参加者： 計２９１人 (内訳：現地参加１６８人＋WEB参加１２３人)

(内訳：病院１６７人＋診療所８３人＋行政４１人)

◆ テーマ 「新興感染症の発生を想定した初動の机上訓練」
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３．訓練の内容

 海外で強毒性鳥インフルエンザがヒトーヒト感染した事例が報告。致命率の高さと国際的な広がりからWHOは
PHEICを宣言。

 日本では既知の２類感染症と異なる対応が必要と判断し、感染症法上の新型インフルエンザに位置づけるとと
もに、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく政府対策本部を設置。

 国内では、県外で初発事例が発生。その後、県内でも初感染事例が報告される。

◆ 訓練想定

1. 自院の医療措置
協定内容を確認

2. 患者受入に必要な
準備を確認

3. 模擬症例の受入と
他機関との連携

1. 管内の医療体制を確認
2. 医療機関や地衛検、県対策本部との連携

方法を確認
3. 模擬症例の対応

1. 検査体制を確認
2. 行政検査方法・検体提出の情報発信
3. 保健所と行政検査について確認
4. 模擬症例の対応

1. 情報発信
2. 保健所・衛研との

患者対応の確認
3. 模擬症例対応

・入院調整
・患者情報集約
・発生公表

1. 住民からの相談
対応の検討

2. 保健所の動きを
知る

3. 住民への生活支援
を考える

医療機関
保健所

衛生環境研究所

県庁：対策本部 市町村

各機関は次の内容(役割)を実施。模擬症例を通じて、新興感染症患者発生時の患者受入・対応の流れを訓練した。

発生届

行
政
検
査

患者情報

連携

検体提出

入院調整

患者
対応

◆ 内容
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４．訓練のねらい

◆ 顔の見える連携ができるように！

行政も医療機関も集まることで相手が見え、お互いの役割や機能を知ること
ができる。 みんなで大変さや苦労を共有することで、ひとごとにならない。

▼(参考)山梨県における二次医療圏

中北医療圏

中北保健所

峡東医療圏
峡東保健所

富士・東部医療圏

富士・東部保健所

峡南医療圏
峡南保健所

甲府市保健所

32病院
▼内訳
○第１種感染症
指定医療機関：１

○第２種感染症
指定医療機関：２

●第１種協定
  指定医療機関：22

１４病院
▼内訳
○第２種感染症
指定医療機関：１

●第１種協定
指定医療機関：７

６病院
▼内訳
○第2種感染症
指定医療機関：１

●第１種協定指定医療機関：３

８病院
▼内訳
○第２種感染症指定医療機関：１
●第１種協定指定医療機関：６

：県型保健所

：中核市保健所

：感染対策向上加算１病院
※地域における感染症対策の
中核となる病院 (県内６病院)

(参考)：本県医療体制(R６.1１時点)
二次医療圏：4圏域
病院数：60 診療所数：75２

 日頃の業務の延長として他機関と連携できるよう、
右図のとおり保健所圏域別に部屋割りを設定。
４つの二次医療圏に分かれているが、保健所は県・
中核市あわせて５カ所設置されている。

 新興感染症は、保健所圏域をこえた入院調整も必要
となるため、圏域内で完結できること、できない
ことも訓練の中で確認した。

中北保健所圏域
(９病院＋１１診療所＋２市)

峡東保健所圏域
(11病院＋16診療所＋1市)

甲府市保健所圏域
(9病院＋14診療所)

峡南保健所圏域
(２病院＋１町)

富士・東部保健所圏域
(5病院＋14診療所＋４市町村)

県庁：対策本部

衛生環境研究所

▼保健所圏域別の訓練参加機関数
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５．訓練シナリオ

流れ 想定フェーズ 訓練内容

訓練１ ※海外で、強毒性鳥インフルエン
ザがヒトーヒト感染した事例が
報告

• 県感染症対策センターから発信された感染症情報を収集
• 自院の「新興感染症発生時の医療機関用アクションカード」を確認
• 二次医療圏および県の医療体制がどうなっているか確認

訓練２
※海外では多数の患者が発生
国内(県外)で初発患者が発生

• 新たな感染症情報を得て、自院のアクションカードの再確認及び見直し
• 患者を受け入れるための具体的な準備を開始
• 保健所や市町村、他の医療機関とも情報共有し、

課題を確認

訓練３ ※国内では新型コロナウイルス
感染症や季節性インフルエンザ
などが流行
風邪症状を要する患者は多数発生

• 模擬症例患者(カードを使用)が、各医療機関を受診
• 各医療機関では具体的な患者受入を行う. 必要に応じて、保健所や他院と連携

医療機関→保健所→衛生環境研究所→県対策本部での入院調整を実施
※ 模擬症例は、鳥インフルエンザではない患者もいるため、医療機関は必要な
     検査や対応について判断

振り返り 保健所圏域別に訓練の振り返りを行い、最後に全体共有を実施

症例カード①
例

アメリカ合衆国から帰国し３日後、
山梨県でインフルエンザ様症状を
起こした２５歳男性。

海外発生期

海外発生期～
国内発生期(前)

国内発生期
～県内発生へ～
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６．成果と課題

◆ 訓練の成果
 この訓練は、診療報酬の感染対策向上加算１を算定している県内６病院が中心となっており、その

企画と運営に県も加わっている。診療報酬の加算の仕組みを活用することで、全県下での実施に
つながった。

 日頃の医療圏の中で、顔を合わせた訓練を行ったことで、自施設以外の動きや役割を知り、行政・
医療それぞれが担う機能と、各機関の担当者が担う役割を理解できた。併せて、新興感染症発生
時の対応イメージをそれぞれ持つことができた。

 県で作成したアクションカードを訓練で使用したことで、各医療機関では、改めて「準備ができてい
ること、できていないこと、わからないこと」を把握できたという意見があがった。

 今回の初動体制の訓練では、対面参加した病院・診療所が中心となる対応の確認はできたが、多く
の診療所が行う発熱外来や、感染拡大期の自宅療養、後方支援病院の対応などは、確認できてい
ない。

 そのため、今後は、保健所圏域別に診療所や薬局・訪問看護ステーション等、第２種協定指定医療
機関との仕組み構築および訓練が必要と認識している。

 感染症有事の際も、通常医療と平行して対応をする。訓練３の模擬症例はそれを踏まえ、各医療機
関や保健所、県、市町村等が、それぞれ“自分ごととして考える”ことを大事にした。平時の関係が
有事に活きることを踏まえ、実効性のある訓練を継続していくことが大事である。

◆ 今後の課題
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(参考)山梨県新興感染症発生時の医療機関用アクションカード例

７

※スライド１で紹介したアクションカードの「Ⅰ－１ 指揮命令系統の確立」
ページを参考に拡大表示しています。
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